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高知県告示第848号の 2

令和 3 年 3 月高知県告示第233号（令和 3 管理年度における知

事管理漁獲可能量の定め（するめいか及びくろまぐろ））の一部

を次のように改正する。

令和 3年 9月24日（掲示済）

高知県知事　濵田　省司

2の( 6 )中「4.0トン」を「12.546トン」に改める。

高知県告示第868号

漁船損害等補償法施行令（昭和27年政令第68号）第 5条第 1項

の規定により、漁船損害等補償法（昭和27年法律第28号）第112

条第 1 項の規定による同意を求めるための事前届出があったの

で、同令第 5条第 3項の規定により告示し、当該届出に係る指定

漁船調書を次のとおり縦覧に供する。

令和 3年10月 8 日

高知県知事　濵田　省司

1　届出事項

( 1 )　発起人の住所及び氏名

香南市　　　　　　　　　　　　　　　本　田　和　仁

〃　　　　　　　　　　　　　　　　　西　本　精　志

〃　　　　　　　　　　　　　　　　　山　崎　強　志

( 2 )　加入区の名称

香南加入区

( 3 )　漁船損害等補償法第113条第 1 項の申出をする漁業協同

組合の名称

高知県漁業協同組合

2　指定漁船調書の縦覧

( 1 )　縦覧期間

令和 3年10月 8 日から同月22日まで

( 2 )　縦覧場所

高知県漁業協同組合吉川支所

高知県告示第869号

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第 1 項の規定により、

道路の区域を次のとおり変更する。 

その関係図面は、令和 3年10月 8 日から 2週間高知県土木部道

路課及び高知県高知土木事務所において一般の縦覧に供する。

令和 3年10月 8 日

高知県知事　濵田　省司

1　道路の種類　県道

2　路　線　名　高知伊予三島

3　道路の区域

2　路　線　名　田村高須

3　道路の区域

区 　　　 　間
延　　　　長

（メートル）

敷地の幅員

（メートル）

変更前

後の別

高知市鏡吉原字川久

保1275番 6から

高知市鏡吉原字川久

保957番まで

〜 122前

〜 115後

4.5

33.2

19.5

35.5

高知県告示第870号

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第 1 項の規定により、

道路の区域を次のとおり変更する。 

その関係図面は、令和 3年10月 8 日から 2週間高知県土木部道

路課及び高知県高知土木事務所において一般の縦覧に供する。

令和 3年10月 8 日

高知県知事　濵田　省司

1　道路の種類　県道

区 　　　 　間

区 　　　 　間

延　　　　長

（メートル）

延　　　　長

（メートル）

敷地の幅員

（メートル）

敷地の幅員

（メートル）

変更前

後の別

変更前

後の別

高知市介良字天堤甲

93番 2 から

高知市介良字妹背山

甲1283番42地先まで

吾川郡仁淀川町川内

谷字奥ヒロソウ350

番 1

〜

〜

500

98

前

前

〜

〜

500

98

後

後

6.9

22.4

6.6

14.4

10.3

29.2

12.2

36.2

高知県告示第871号

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第 1 項の規定により、

道路の区域を次のとおり変更する。 

その関係図面は、令和 3年10月 8 日から 2週間高知県土木部道

路課及び高知県中央西土木事務所において一般の縦覧に供する。

令和 3年10月 8 日

高知県知事　濵田　省司

1　道路の種類　県道

2　路　線　名　安居公園

3　道路の区域

高知県告示第872号

高知県収入証紙条例施行規則（昭和39年高知県規則第28号）第

8条の規定により売りさばき人の代表者の氏名の変更について届

出があったので、同規則第 4条第 7項において読み替えて準用す

る同条第 4項の規定により次のとおり告示する。

令和 3年10月 8 日

高知県知事　濵田　省司

1　売りさばき人の主たる事務所の所在地及び名称並びに代表者

の職名及び氏名
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（変更前）　東京都千代田区紀尾井町 3番30号

公益社団法人全日本不動産協会

代表理事　原嶋　和利

（変更後）　東京都千代田区紀尾井町 3番30号

公益社団法人全日本不動産協会

代表理事　秋山　始

2　変更年月日

令和 3年 6月24日

公　　　　　　　告

土地改良法（昭和24年法律第195号）第89条の 2 第 1 項の規定

により、県営土地改良事業入田地区（入田換地区）に係る換地計

画を定めたので、次のとおり関係書類を縦覧に供する。

令和 3年10月 8 日

高知県知事　濵田　省司

1　縦覧に供する書類

( 1 )　換地計画書の写し

( 2 )　現形図及び換地図

2　縦覧期間

令和 3年10月 8 日から同年11月 8 日まで

3　縦覧場所

四万十市役所

4　その他

この換地計画については、縦覧期間満了の日の翌日から起算

して15日以内に知事に対して審査請求をすることができる。

また、この換地計画については、上記の審査請求のほか、こ

の換地計画が定められたことを知った日の翌日から起算して 6

月以内に、高知県を被告として（訴訟において高知県を代表す

る者は、高知県知事となる。）、当該換地計画の取消しの訴え

を提起することができる。

監 査 公 表

監査公表第 8号

地方自治法（昭和22年法律第67号）第242条第 1 項の規定に基

づき、令和 3年 7月14日　室戸市　澤山保太郎ほか 3名から提出

のあった高知県職員措置請求について監査を行い、同年 9月10日

に監査結果を通知したので、同条第 5項の規定により、次のとお

り公表する。

令和 3年10月 8 日

高知県監査委員　桑名　龍吾

同　　　　　　　土居　　央

同　　　　　　　奥村　陽子

同　　　　　　　植田　　茂

（原文登載）

高知県職員措置請求監査報告書

第 1　監査の請求

1　高知県職員措置請求書の提出

令和 3年 7月14日

2 　請求人

室戸市　澤山　保太郎

室戸市　小椋　利廣

室戸市　丸岡　欽一

室戸市　田原　茂良

3　請求の内容

請求人提出の高知県職員措置請求書による措置内容及び請

求の理由は、次のとおりである。

( 1 )　措置内容

高知県知事は、県下諸河川工事に伴って発生する土砂

類の適法な管理を怠り、高知県に損害を与えているの

で、この損害を業者から回収するか、又は知事ら責任あ

る職員が賠償するか、いずれかの方法で回復する措置を

遂行することを求める。

( 2 )　請求の理由（原文登載）

ア　浚
しゅん

渫
せ つ

工事はもとより河川工事には川床等の掘削工事

に伴う砂利残土の発生は必然的に起こる。河川の砂利

は建設工事の上質な材料であるし、また浸食される海

岸の埋め立てなど貴重な補強材料でもあって、大事な

県の財産である。

イ　そこで高知県は「公共工事等の有用残土処理要領」

（昭和57年 2 月16日　高知県土木部長通知）を作成

し、その第 1条で、「公共工事等に伴い発生する有用

残土（コンクリート骨材として有用性のある土砂、玉

石、及び少量の転石をいう。以下「残土」という。）

を、資源有効利用の観点から処理を行い、骨材需要の

円滑化を図ること」としている。そしてその残土処理

の原則として、第 2条においてこれを「コンクリート

骨材用として売り払うものとする」としている。

ウ　しかるに、高知県が開示した記録によれば県下河川

での護岸工事等種々の河川工事における掘削の土砂量

は添付書類 1のとおりであり、平成27年度～令和元年

度の 5年間の実績は別表のとおりである。そのうち売

却した実績があるのは物部川のものだけで、しかも 1

年に 1件づつで、 2万4728㎥にすぎない。

その掘削された土砂の大半は行方が分からない。浸

食防止のために工事近くの海岸に投入されたものもあ

るとのことであるが、無料で業者に渡ったものが相当

あると推定される。

エ　室戸市佐喜浜町の三つの河川の最近の河川工事のう

ち、

(ア)　佐喜浜川下流

平成27年12月　河川改修工事

（山又建設　請負金額972万0000円）

掘削量：7400㎥（実際は8060㎥）

＊残土処理については「残土受け入れ地での処

理」となっていて工事請負業者山又に全量無料

で渡ったと推定される。

(イ)　佐喜浜川上流

令和 2年 7月　佐喜浜川砂防設備等緊急改築工事

（山又建設　請負金額9350万0000円）

掘削量：80万0000㎥

＊残土処理について「打合わせ事項」では、「残

土処理については、流用箇所がない場合は、山

又建設の残土処分場で処分したいと考えていま

すが、よろしいですか。」「返答　流用箇所が

近隣にないため、処分場で処分してくださ

い。」という指示がなされた。

(ウ)　入木川

平成27年11月　緊急応急工事

（山又建設　請負金額3186万0000円）

掘削土砂：3900㎥

＊掘削土砂の行方は不明だが山又が処理か。

(エ)　入木川

平成29年 2 月　河川災害復旧工事

（山又建設　請負金額97万2000円）

掘削量：270㎥

＊掘削した土砂の行方は分からないが、全量山又

に渡ったと推定。

(オ)　尾崎川

令和 2年 8月　河川改修工事

（山又建設　請負金額　1369万5000円）

掘削量：3200㎥

＊掘削した土砂は、芸東衛生組合のグラウンドに

仮置きされていたが、請け負い業者の山又建設

の土場にもっていかせる指示があり、そのまま

無料で業者のものとなった。

( 3 )　事実を証する書面

ア　公共工事等の有用残土処理要領

イ　高知県下河川工事と土砂量

ウ　土砂販売実績（有用残土売払実績（直近 5ケ年））

エ　室戸市佐喜浜町 3河川掘削工事資料①～⑤

オ　指示簿

第 2　請求の受理

本件住民監査請求は、地方自治法（昭和22年法律第67号。以
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下「法」という。）第242条第 1 項に規定する要件を具備して

いるものと認め、受理することとした。

第 3　監査の実施

1　監査対象事項

請求の内容及び請求人の陳述内容から、県下の河川工事に

伴って発生した建設発生土を有用残土として売却しなかった

ことが、違法若しくは不当な財産管理を怠る事実に当たるか

どうか、また、請求人が示した室戸市佐喜浜町の 5つの河川

工事について、適正な残土処理が行われているかを監査対象

とした。

2　監査対象部局

本件河川工事を所管している高知県土木部河川課（以下

「河川課」という。）及び高知県安芸土木事務所室戸事務所

（以下「室戸事務所」という。）を監査対象部局とした。

3　証拠の提出及び陳述

( 1 )　請求人の陳述

ア　令和 3 年 8 月18日、法第242条第 7 項の定めるところ

により、請求人に対し、証拠の提出及び陳述の機会を設

けた。

また、法第242条第 8 項の定めるところにより、関係

職員として、河川課の職員 4名を立ち会わせた。

イ　措置請求書を補充する証拠として、次の書類の提出が

あった。

室戸市佐喜浜町の 5つの河川工事に係る現場写真24枚

ウ　陳述の概要

(ア)　河川工事による残土の処理について

河川工事の土砂類をどうすべきかは、県の規則で定

められている。規則どおりにされているのは一部で、

大半の土砂は行方不明であり、室戸市では特定の業者

に運び込まれている。

川砂利は貴重なものであり、県内でも不足してい

る。河川から出る土砂は、高級な建設材料であり、要

領でも売買する取扱いとなっているが、物部川の土砂

しか売買されておらず、財産の管理を怠っている。大

事な財産を特定の業者に渡しており、土砂の分量も分

かるため、業者に請求すべきである。

高知県安芸土木事務所では海岸の浸食などに使われ

ているが、室戸市では特定の業者のものとなってい

る。土砂は、県の財産であり、特定の業者のものにな

るのは納得いかない。

(イ)　残土の品質について

佐喜浜川の土砂は、木くずを除いた状態にしてい

る。木くずを除いた土砂をどうしたのかを問題として

いるのであり、選別機を持っている業者であれば、簡

単に選別できるため、木くずが混じっていることは無

料で渡した理由にはならない。

尾崎川の砂は、上等な砂であり、ごみが入るはずが

ない。ごみは上を流れているので、職員の言うことは

納得できない。

(ウ)　残土による養浜について

公共工事で出た土砂は、海岸浸食など公共のものに

利用してもらいたい。

何年か前は土砂を浜へ持って行っていた。土砂をど

こに持って行ったか職員が知らないのは無責任であ

る。

同じ時期の河川工事で、東洋町野根は堤防の外へ

持って行き、室戸市佐喜浜ではできないという、土木

事務所のやり方に納得できない。

( 2 )　監査対象部局の陳述

同日、監査対象部局である河川課に対し、陳述の機会を

設けたところ、河川課からおおむね次のとおりの陳述が

あった。

なお、河川課から説明用資料として、次の書類の提出が

あった。

ア　提出資料

住民監査請求陳述資料

イ　陳述の概要

(ア)　河床掘削の目的について

河床掘削は、県民の命を守るための先手を打った

緊急事前防災対策であり、それに伴い発生する土砂

は、副次的なものであり、有用残土として売払いを

することが第一の目的ではない。

(イ)　公共工事における建設発生土の処理方法につい

て

建設発生土は、「公共工事における建設副産物等

の取扱いについて」（平成19年 3月26日付け建設管

理課長通知。以下「通知」という。）に基づき、

ａ　現場内利用

ｂ　工事現場から運搬距離50キロメートルの範囲

内にある他の公共工事又はストックヤード（公

共機関の管理）への搬出

ｃ　有用残土として売却

ｄ　適正な処分場へ搬出

の順により、処理方法を決定している。

(ウ)　建設発生土の概要について

監査請求のあった河川工事については、現場内利

用（約23パーセント）、他の公共工事等への搬出

（約41パーセント）、処分場への搬出（約36パーセ

ント）であり、有用残土としての売却実績はない。

売却できなかった理由は、残土の仮置場の確保が困

難であったり、草木の根などの不純物が入ってお

り、コンクリート用骨材として売却できる品質では

なかったこと等によるものである。

(エ)　佐喜浜川等に係る建設発生土の処理について

指摘のあった佐喜浜川、入木川及び尾崎川の工事

に伴う土砂については、いずれも草木や流木等の混

入により売却できる品質ではなかったため、処分場

への搬出を行っている。

以上のことから、県では河川工事において、適法な管理

のもと、通知にのっとって建設発生土の適正な処理を行っ

ていることから、請求人が言う損害賠償することの合理性

はなく、請求は棄却されるべきと考えている。

4　監査の実施

河川課から令和 3年 8月23日に関係書類の提出を受けると

ともに、河川工事に伴って発生する建設発生土の処理及び請

求人の主張に対する見解等について聴取を行った。

また、室戸事務所に対して、令和 3年 8月26日に室戸市佐

喜浜町の 5つの河川工事に伴って発生する建設発生土の処理

について関係書類の確認を行うとともに、工事箇所及び残土

処分場の確認並びに請求人の主張に対する見解等について聴

取を行った。

第 4　監査の結果

1　事実関係の確認

監査対象部局に対する監査の結果、確認した事実は、次の

とおりである。

( 1 )　建設発生土の取扱いについて

本県の各土木事務所においては、建設発生土につい

て、通知の 2　建設副産物の取扱い　( 3 )建設発生土に

基づき、次の順序により処理方法を決定することとなっ

ている。

ア　現場内での利用

イ　現場内での利用ができない場合は、原則として当

該工事現場から運搬距離50キロメートルの範囲内に

ある他の公共工事又はストックヤード（公共機関の

管理）へ搬出する。この場合、経済性にかかわらず

実施することとし、搬出先の選定にあたっては、建

設副産物対策四国地方連絡協議会が実施する「公共

工事土量調査（予定調査）」の調査結果を活用する

こと。

ウ　有用残土として売却

(ア)　売却にあたっては、「公共工事等の有用残土

処理要領」（56用第733号土木部長通知）によ

る。

エ　上記処理ができない場合は、関係法令に抵触せず

適正に処分できる処分場へ搬出する。
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請求人が主張する「公共工事から発生する残土は、コ

ンクリート骨材用として売り払う」と定められているの

は、「公共工事等の有用残土処理要領」（昭和57年 2 月

16日付け56用第733号土木部長通知。以下「要領」とい

う。）であり、上記のとおり、通知の中で、有用残土と

して売却する場合は要領によると定められている。

( 2 )　建設発生土の売却状況について

請求人が示した平成27年度から令和元年度までの工事

は、治水事業の一覧であり、有用残土としての売却実績

はなかった。

平成27年度から令和元年度までの残土の売却実績は、

永瀬ダムに関連する利水事業の工事によるものであり、

以下のとおりであった。

平成27年度

　物部川他（永瀬ダム）河川改修工事　　　 4,162㎥

平成28年度

　物部川他（永瀬ダム）河川改修工事　　　 2,993㎥

平成29年度

　物部川他（永瀬ダム）河川改修工事　　　 2,263㎥

　物部川濁水対策工事　　　　　　　　　　 3,570㎥

平成30年度

　物部川濁水対策工事　　　　　　　　　　 4,100㎥

　物部川濁水対策工事　　　　　　　　　　 1,520㎥

平成元年度

　物部川濁水対策工事　　　　　　　　　　 4,380㎥

　物部川河川災害復旧工事　　　　　　　　 1,740㎥

合計　　　　　　　　　　　　　　　　　　24,728㎥

( 3 )　建設発生土の処理状況について

請求人から特に例としてあげられている室戸市佐喜浜

町の 5つの河川工事に係る建設発生土の処理状況につい

ては、以下のとおりであった。

ア　平成27年度佐喜浜川河川改修工事

請負業者：有限会社山又建設

契約方法：一般競争入札

請負金額：10,619,640円

掘削土量：7,400㎥

建設発生土の処理については、設計書では 1キロ

メートル先の請負業者の処分場へ搬出することと

なっており、設計どおり請負業者の処分場に搬出

し、適正に処分されていることを工事写真等により

確認した。

イ　平成31年度佐喜浜川砂防設備等緊急改築工事

請負業者：有限会社山又建設

契約方法：一般競争入札

請負金額：106,029,000円

掘削土量：850㎥

建設発生土の処理については、設計書では3.2キ

ロメートル先の請負業者の処分場へ搬出することに

なっており、設計どおり請負業者の処分場に搬出

し、適正に処分されていることを工事写真等により

確認した。

なお、処分場の決定については、令和 2年 7月21

日付けの施工計画打合せ簿で、「残土については、

流用箇所がない場合は、山又建設の残土処分場で処

分したいと考えていますがよろしいですか。」、

「流用箇所が近隣にないため、処分場で処分してく

ださい。」とのやりとりを確認した。

ウ　平成27年度入木川緊急応急工事

請負業者：有限会社山又建設

契約方法：随意契約（地方自治法施行令（昭和22

年政令第16号。以下「政令」とい

う。）第167条の 2第 1項第 5号）

請負金額：31,860,000円

掘削土量：3,300㎥

建設発生土の処理については、設計書では11.3キ

ロメートル先の請負業者の処分場へ搬出することと

なっており、設計どおり請負業者の処分場に搬出

し、適正に処分されていることを工事写真等により

確認した。

エ　平成28年度入木川地域の安全安心推進工事

請負業者：有限会社山又建設

契約方法：随意契約（政令第167条の 2 第 1 項第

1号）

請負金額：1,049,760円

掘削土量：270㎥

建設発生土の処理については、設計書では、運搬

距離3.5キロメートルを想定して積算し、処理場所

については、請負業者が選定した候補地を参考に発

注者が決定することになっていた。その後、打合せ

により6.0キロメートル先の請負業者の処分場とす

ることを決定していたことを当該工事の主任監督員

に確認した。

また、請負業者の処分場に搬出し、適正に処分さ

れていることを工事写真等により確認した。

オ　令和 2年度尾崎川河川改修工事

請負業者：有限会社山又建設

契約方法：指名競争入札

請負金額：15,972,000円

掘削土量：2,800㎥

建設発生土の処理については、設計書では、養浜

のため6.9キロメートル先の入木海岸への搬出を指

定していたが、掘削土砂に木くず等が混入していた

ため、監督職員から現場代理人に対し、6.5キロメ

ートル先の佐喜浜クリーンセンターグランドへの仮

置きを指示（令和 2 年11月18日付けの指示簿）し

た。その後、木くず等が混入しているため、3.0キ

ロメートル先の請負業者の処分場への搬出を指示

（令和 3月 1月21日付けの指示簿）し、上記内容の

設計変更を行っていた。

また、設計書どおり請負業者の処分場に搬出し、

適正に処分されていることを工事写真等により確認

した。

2　判断

( 1 )　建設発生土の取扱いについて

請求人は、残土処理の原則として要領第 2条の規定によ

り、コンクリート骨材用として売り払うべきであると主張

している。

しかしながら、本県の各土木事務所においては、河川工

事に伴って発生する建設発生土の処理方法については、通

知に基づき処理方法を決定しておりすることとなってい

る。請求人が主張している要領は、通知の「 2　建設副産

物の取扱い( 3 )建設発生土　ウ　有用残土として売却」に

該当する場合に適用するものであり、河川工事に伴って発

生した建設発生土を有用残土として売却しなかったことを

もって、違法若しくは不当に財産の管理を怠っているとす

る根拠はない。

また、請求人は、処分場で処分された残土について、業

者に無料で渡ったものが相当あると主張しているが、法第

242条第 1 項による住民監査請求の対象は、「違法若しく

は不当な公金の支出、財産の取得、管理若しくは処分、契

約の締結若しくは履行若しくは債務その他の義務の負担が

あると認めるとき、又は違法若しくは不当に公金の賦課若

しくは徴収若しくは財産の管理を怠る事実があると認める

とき」と規定されていることから、処分場へ持ち込まれた

残土については、県の所有物ではなくなることから住民監

査請求の対象とは認められない。

( 2 )　建設発生土の処理状況について

請求人は、掘削された土砂の大半は行方がわからないと

主張しているが、室戸市佐喜浜町の 5つの河川工事につい

て監査を行ったところ、建設発生土については、設計書等

に基づいて適正に処分場への搬出が行われており、違法若

しくは不当といえる事実は認められなかった。

なお、契約等の事務手続については、契約規則等に基づ

き適正に行われていた。

3　結論
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以上のことから、高知県知事は、県下の河川工事に伴って

発生する土砂類の適法な管理を怠り、高知県に損害を与えて

いるとする請求人の主張には理由がない。

よって本件措置請求を棄却する。

入 札 公 告

政府調達に関する協定の適用を受ける調達を、次のとおり一般

競争入札に付する。

令和 3年10月 8 日

高知県公営企業局長　橋口　欣二

1　入札に付する事項

( 1 )　購入物品の名称及び数量

磁気共鳴画像診断装置　一式

( 2 )　購入物品の特質等

入札説明書による。

( 3 )　購入物品の納入期限

令和 4年 3月31日

( 4 )　購入物品の納入場所

宿毛市山奈町芳奈 3番地 1

高知県立幡多けんみん病院

( 5 )　入札方法

落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金

額の100分の10に相当する額を加算した金額（当該金額に 1

円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てるものとす

る。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税に係

る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積

もった契約金額の110分の100に相当する金額を入札書に記載

すること。

2　入札参加資格

次に掲げる全ての要件を満たし、かつ、 4の( 3 )により事前

にこの入札公告に係る入札参加資格があることの確認を受けた

者は、この一般競争入札に参加することができる。

( 1 )　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の

4の規定に該当しない者であること。

( 2 )　令和 3年度から令和 5年度までに高知県公営企業局が

発注する物品の購入又はサービスの契約に係る一般競争入

札又は指名競争入札の参加者の資格（令和 3年 1月高知県

公営企業局告示第 1 号。以下「公営企業局告示」とい

う。）に基づき、高知県における「令和 3～令和 5年度競

争入札参加資格者登録名簿（物品購入等関係）」に登載さ

れている者であること。

( 3 )　この入札公告の日から入札の日までの間に、高知県物

品購入等関係指名停止要領（平成 7 年12月高知県告示第

638号）に基づく指名停止等の措置を受けていない者であ

ること。

( 4 )　医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保

等に関する法律（昭和35年法律第145号）第39条第 1 項の

規定により高度管理医療機器等の販売業の許可を受けてい

る者であること。

( 5 )　 4 の( 3 )によりこの入札公告に係る入札参加資格があ

ることの確認を受ける日から入札の日までの間に、令和 3

年度から令和 5年度までに県が発注する物品の購入又はサ

ービスの契約に係る一般競争入札又は指名競争入札の参加

者の資格等（令和 2 年10月高知県告示第810号。以下「告

示」という。）第 1の 2の( 9 )に該当し、告示第 7の規定

により入札参加資格の取消しを受けていない者であること

又は告示第 1の 2の( 9 )に該当しない者であること。

( 6 )　( 1 )から( 5 )までに掲げるもののほか、入札説明書に

示した入札参加資格要件を満たす者であること。

3　契約条項を示す場所等

( 1 )　契約条項を示す場所、入札説明書の交付場所及び問い合

わせ先

郵便番号780－0850

高知市丸ノ内一丁目 7番52号

高知県公営企業局県立病院課

電話番号088－821－4634

( 2 )　入札説明書の交付方法

ア　手渡しによる交付の場合

令和 3年10月 8 日（金）から同月22日（金）まで（日曜

日及び土曜日を除く。）の午前 9時から午後 5時まで（午

後零時から午後 1時までの間を除く。）の間に( 1 )の交付

場所で交付する。

イ　ダウンロードによる交付の場合

令和 3年10月 8 日午前 9時から同月22日午後 5時までの

間に高知県公営企業局県立病院課のホームページ

（https://www.pref.kochi.lg.jp/soshiki/610101/）で交

付する。

( 3 )　入札及び開札の日時及び場所

ア　日時

令和 3年11月19日（金）午後 1時30分

郵送による場合は、書留郵便によるものとし、令和 3年

11月18日（木）午後 5時までに( 1 )の入札説明書の交付場

所に必着すること。

イ　場所

高知市本町五丁目 2番17号　本町ビル 2階

4　その他

( 1 )　入札及び契約の手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

( 2 )　入札保証金及び契約保証金

高知県公営企業局契約規程（昭和41年高知県企業局管理規

程第 5号。以下「契約規程」という。）第 6条、第22条及び

第23条の規定による。

( 3 )　入札に参加を希望する者に求められる事項

この一般競争入札に参加を希望する者は、入札説明書に示

した入札参加資格要件を満たすことを証明する書類を令和 3

年10月22日午後 5時までに 3の( 1 )の入札説明書の交付場所

に提出し、この一般競争入札に参加する資格があることの確

認を受けなければならない。また、開札の日までの間におい

て、高知県公営企業局長から当該書類に関し説明を求められ

た場合は、これに応じなければならない。

( 4 )　入札の無効

この入札公告に示した入札参加資格のない者がした入札、

入札者に求められる義務を履行しなかった者がした入札その

他契約規程第12条各号のいずれかに該当する入札は、無効と

する。

( 5 )　落札者の決定方法

契約規程第 9条の規定により決定された予定価格の制限の

範囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った入札者を落

札者とする。ただし、落札者が、入札の日から契約を締結す

る日までの間に、告示第 1の 2の( 9 )に該当し、告示第 7の

規定により入札参加資格の取消しを受けたとき又は告示第 1

の 2の( 9 )に該当したときは、当該落札者と契約を締結しな

いものとする。

( 6 )　手続における交渉の有無

無

( 7 )　契約書作成の要否

要

( 8 )　資格審査に関する事項

2の( 2 )に掲げる入札参加資格要件を有しない者で、この

一般競争入札に参加を希望するものは、公営企業局告示に基

づき、高知県知事が定める申請書に必要書類を添えて、高知

県会計管理局総務事務センターに提出すること。ただし、令

和 3年10月22日午後 5時までに申請を行わなかったときは、

この入札公告に係る入札参加資格が与えられない。また、同

日までに申請を行った場合でも、申請書類に不備があるとき

は、この入札公告に係る入札参加資格が与えられないことが

ある。

なお、申請書を提出するときは、この入札公告の日、入札

の件名及び入札の日時を当該申請書の欄外に朱書するととも

に、当該事項を申し出ること。

( 9 )　関連情報を入手するための照会窓口

3の( 1 )に同じ。

(10)　詳細は、入札説明書による。

5　Summary
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( 1 )　Nature and quantity of the products to be 

procured: Magnetic resonance imaging system 1 set

( 2 )　Deadline for the submission of documents to 

certify the qualification: 5:00 P.M. on Friday 22 

October 2021

( 3 )　Date and time for tender (by hand): 1:30 P.M. on 

Friday 19 November 2021

( 4 )　Date and time for tender (by registered mail): To 

arrive by 5:00 P.M. on Thursday 18 November 2021

( 5 )　Contact: Prefectural Hospital Division, Public 

Enterprise Bureau, Kochi Prefectural Government 1-7-52

Marunouchi, Kochi City, Kochi 780-0850 Japan

Tel: 088-821-4634

( 6 )　Others: As in the tender documentation
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